




















日 本 ア メ リ カ イ ギ リ ス ド イ ツ フ ラ ン ス

（注）뻘 夫婦子２人（日本は子のうち１人は特定扶養親族に該当し、１人は16歳未満とし、アメリカは子のうち１人を16歳以下としている。）のサラリーマンの場合である。
뻘 日本の所得税・個人住民税負担額は恒久的減税後の負担額であり、扶養控除額の加算（所得税10万円、５万円、個人住民税２万円）を織り込んでいる。なお、( ) 書は恒久的減税前の
負担額である。

뻘 日本の個人住民税は所得割のみである。アメリカの住民税はニューヨーク州の所得税を例にしている。
뻘 邦貨換算は次のレートによる。１ドル＝１１８円、１ポンド＝１９２円、１マルク＝６７円、１フラン＝２０円（基準外国為替相場及び裁定外国為替相場：平成10年12月から平成11年５
月までの実勢相場の平均値）

給与収入階級別の所得税・個人住民税負担額の国際比較 （単位：万円）
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